
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

平成31年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人WRO Jaoan

1 事業の成果

本年度の活動の成果として、国際大会でのメダル獲得及び入賞と、国内参加チームの増加があげられ

る。11月 に開催されたWROハンガリー国際大会では、ARC部門で銀メダルを受賞し、その他 3つのカ

テゴリーで 3チームが入賞した。レギュラーカテゴリーではエレメンタリー部門で 6位入賞、オープン

カテゴリーではジュニア部門 7位入賞、A:RC部門ではメグル受賞チームの他に、6位入賞があった。ま

た、3月 にデンマークで開催されたWROフ レンドシップ大会では、レギュラーカテゴリーシニア部門で

3位の銅メダルを受賞した。

国内予選会は、全国 40会場で開催され、昨年度は前年より約 2∞ チーム増加の約 1,∞0チームであつた

が、本年度はさらに約 2∞ チーム増加し、全体で 2,0∞ チームを超えるチーム参加数となった。小学校

でのプログラミング教育必修化を受けて、ますますロボットを活用したプログラミング教育に対する関

心が高まっている。また、WROハンガリー国際大会には、出場チームの密着取材のためにメディアが同

行し、帰国後、TV番組の中で特集が組まれる (関西地方放映、全国ネットではダイジェス ト版放映)な

ど、国際大会での日本の選手たちの活躍がメディアに取り上げられる機会が増え、WROの活動への注目

度が高まっている。こうしたことから、WRO参加を通じてロボットを活用したプログラミン教育のすそ

野を広げる活動が、参加者大幅な増加につながつていると思われる。

WRO Japan決勝大会では、予選会から選抜されたレギュラー、オープンの約 150チームが参加し、国

際大会を目指してレベルの高い競技を繰り広げた。

7月 の国内教育シンポジウムでは、9件の発表と、日産自動車(株)の による「科学や技術をお

客様価値とするためには～自動運転とその応用～」、及びアイシン精機株式会社の による 「グ

ローバルに活躍できる人材の育成」 と題した 2つの特別講演が行われ、活発な議論が交わされた。

また、12月 に開催された国内教育シンポジウムでは、WROロ シア国内決勝大会視察や WROハンガリ

ー国際大会の報告のほか、今後の国際大会出場への取組等について活発な議論が交わされた。

普及啓発事業では、ロボット教室への協力とともに、イベントや説明会などでロボットを活用したプロ

グラミング教育の普及活動を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 14,597 】千円)

定款に記
載された
事業名

事業内容 日時 場所
従事

ヨι
日́

人数

受益
対象者
範囲

受益
対象

ョa
憫

人数

事業費
(千円)

教育推進

教育的ロボット競技コンテストの

開催
(WRO Japm ARC大会)

8月 20日 、21日 栃 木県宇都
宮市

8名 ロボット製作、
競技に関心のあ
る 17歳以上の

学生・指導者

70名 202



教育的ロボット競技コンテストの

開催(WRO Japan F∞cbal大
ノゝヽ
‐ ′

8月 17日 ,18

日、23 日、24

日

大 阪府 大 阪
市、東京都中

央区

20名 ロボット製作、競

技 に関心のある

小中高生および

教員。指導者

100名 915

教育的ロボット競技コンテストの

開催 0駅O Japan Wし Do大会)

9月 8日 、
10月 6日

神 奈川 県横
浜 市 、大 阪

府、大阪市

10名 ロボット製作、競
技に関心のある
小学生、指導者

50:名
27

教育的ロボット競技コンテストの

開催
(wRO Japan決勝大会)

令和元年 8月
25 日

兵庫県西宮

市

150

名

ロボット製作、競
技に関心のある
小中高生および

教員・指導者

500名 10,013

国際ロボットコンテストヘの

チーム派遣
令和元年 8月 3

日、4日 、5日

11月 7日 、8日 、

9日

f v-< -r.t*77

'''\> )11) - '
)-*tV

1名

5名

国内決勝大会に
て選抜された小
中高校大学生及
び教員・指導者 90名 1,872

国内教育シンポジウムの

開催

7月 20日 東京都 千代
田区

10名 ロボット教育に携
わ る小 中高 教
員、教育学研究
者、および地域
活動従事者

50名 358

国内教育シンポジウムの

開催

12月 26日 石川 県金沢
市

7名 ロボット教育に携
わる小 中高 教
員、教育学研究
者、および地域
活動従事者

50名 254

普及啓発

展示会、説明会、講習会等 2月 ～令和 2年
1月

全国各地 5名 教員、教育研究
者、一般等

不特
定多
数

956

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【  0  】千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

平成31年度 活動計算書 (その他事業が生1生場合)

特定非

事 業 報 告 用

人VVR O Japan

金  饉 ■雄二食土__

2.“p.αЮ

2.640,000

10.963.:04

19,963.104
0

会費収入

受取寄鮒金

受取利息

5

教育事業収益
普及啓発 事業収益
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1.059

“
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14.507.4:0

156.951

89,096
3,199.655
699,977
347,809

0

297,909
239,204
37.401

1.249.571

8.172.495
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110,097
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6.010,421
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5(6,943

3,485
7.037.21q

54.2101

95,3531

176.399

2.267.100
64,108
5,300

1∞ .5∞
613.116
18,724

4.320,000
107,900

0

5,500

0
0

1

(1

2

)

役員報酬

給料手当
法定福利費

仄
費

曇霧
栗黎1翌量雷翼勇賓纂

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
賃借料
租税公課

雑費
支払手数料
業務委託料

税理士顧問料

印刷費
広告宣伝費

慶弔費

-6 639当
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災害損失

D

-lQ α
"

【C】 ― D当
~面~雇~百~界

増 議
-6,709,950~oT②~丁TT③
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法人税、住民税及び事業滉
前菫腱戴正味財産顔  ・・



書式第 15号 (法第 28条関係 )

平成31年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 WRO Japan

7堕

“

2

511,502

20,000
224,440

(2

のA
1

2

の(3) その

(1)

現金預金
未収金
前払費用

車両運搬具
什器備品

敷金
長期貸付金

ソフトウェア

借地権

無形国

755,942
【A】 資 産 合 計 ①+②

19,954_823

15,266,292
59,031

4,500,000
20,000

109,500

2

未払金
預り金
前受金
前受会費
未払消費税

長期借入金
退職給付引当金

-12,488931
B-2

-6,709,95o
-19」■L■趾

755,942
【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

■
―
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16号 28 関係 )

1重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日

よっています。

平成31年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人WRO Japan

2011年 11月 20日 一部改正 NPO法 人会計基準協議会)に

2 益 の 況
円)

△ ↓
に1 口I管理部門普及啓発事業 事業部門計

共通シンポジウム国内大会 国際
科   目

2,640,000

19,963,104

2,003
19,963,104

2,003

2,640,000

＾
Ｕ13,682,704

2,003
1,200,000 92,0004,988,400

22,605,101

3,300,000 3,300,o00

156,951

3,089,096

3,203,763

699,977

524,208

352,119

244,504

37,401

1,862,687

12,492,495

113,097

72,556

109,500

2,267,100
95,353

506,943

3,485

5,500

108,322

0

3,000,000

64,108

0

176,399

54,210

5,300

0

613,116

4,320,000
0

18,724

109,500

2,267,100

95,353

506,943

3,485
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107 900
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０
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0
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89,096
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297,909
239,204
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r,249,571
I,172, 495

113,097
53,832

0

422

nl

58,1881

0.

12,595

0

5,400

0

0

0

0

0

0

ｎ

）

25,400

44,548

249,370

165,094

4,164
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101,520
0

00

1

ｎ

）

０

０

０

０

８０

＾
υ

，
“

01
|

01

1,573,730

1,080

5,538

5,719

0

0

135,727

0

113,097

36,436

0

422

131.5511

44.5481

1,258,3171

533,303

286,212

251,778

132,284

37,401

1,093,044

7,297,695

0

15,020

0

ｎ

）

29,245,05714,647,63814,597,419955,85Q612,428 76,1831,871,79911,081,153
二6,639,950

.受取会費

.受取寄附金
・ 受取助成金等
.事業収益
.その他収益

経常収益計

経常費用
)人件費

人件費計
(2'そ の他経費

会議費
支払報酬・謝金

旅費交通費

印刷製本費
通信運搬費
消耗品費

賃借料 (会場、

保険料

雑費
業務委託料

国際登録費

支払手数料

租税公課
地代家賃
水道光熱費

法定福利費

福利厚生費
広告宣伝費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

Ｉ

ｌ

２

３

４

５

　

Ⅱ

常収

3.未収金の増減内訳

未収金の増減は以下の通りです。
(単 円)

期末残直当期借入 当期返:五期首残高丙 訳科  目
9,035,773ｎ

ｖ9,035,z7旦
~~¬

隔アフ=ラル
5,960,00o3,000,0004,320,0004,640,000SESSAME未払金

14,99[2_ヱヱ3



書式第 17号 (法第 28条関係 )

平成31年度 財産目録

事 業 報 告 用

非営利活動法人WRO Ja

合   計金  顧

33,201

445,283
33,018

20.000
224.440

輸卜腋
未収全

未収会費
前払費用

欄卸資産
販売用寄附場品

755.劇睦

(1)~石再日夏賣庄
車両運搬具

事業用車両

什暮備品
バ ンコン

て2)毎移日定贅産
ソフトウェア

オペレーションシステム

文書‖副事ノフト

借地権
OO市事業所

(3)~優更その価あ賓顧
敷金

00市事業所

長期貸付金
00銀行

A
1

755.042【A】 責 産 合 計 ①+②

14.995,770
270.519
1∞,mo

59,031
4.('0,0∞

20,∞0

未払金

未払費用
1月 分給与

未払消費税

預り金

前受金
前受会費

19.954.823

長期借入金
OO銀行借入金

退凛給付引当金

職員

【B-1

19.954.323【B-1】 負 債 合 計 ③+④

-19.198.881
【0-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

平成31年度年間役員名簿 J[言荘鷲EぢFl″濡婁E騒|:鮮ξ騒″鶏器群晰
所並

特定非営利活 法人W R OI Japan

1 確認事項 (法第 20条 及び第 21条 を確認の上、チェックを入れて ください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

氏   名

1

ヤマグチ トシハル 平成 31年

令和 2年

2月  1日

1月 31日

年  月  日

年   月  日山口俊治

2
海 ・ゝ監事
ヽ_ノ

カナイノリカネ 平成 31年

令和

2月  1日

2年  1月 31日

年  月 日

日年  月金井徳兼

3 監事

:1 )sI ->l 7 '( i 平成 31年

令和

2月  1日

2年  1月 31日

年 月

月

日

日年小林靖英

4

′
~ヽ

使ョヵ監事
ハガタカオ 平成 31年

令和

2月

2年

1日

1月 31日

平成31年

令和 2年

4月  1日

1月 31日羽賀孝夫

5 種ゝ
_ヽノ

監事
ワタナベノボル 平成 31年  2月  1日

令和 2年 1月 31日

平成31年

令和 2年

2月 1日

1月 31日
渡辺 登

6 健哺
_ヽノ

監事

ヨンノカズョシ 平成 31年

令和

2月  1日

2年 1月 31日

年  月  日

年  月  日
吉野和方

7

/.+, t- + r 平成 31年

令和

2月 1日

2年  1月 31日

年  月 日

日年 月
羽根田智子

8

⌒

理事業雹ヲ
ヤナギタカフミ 平成 31年

令和

2月  1日

2年 1月 31日

年 月

月

日

日年
柳 隆文

9 理事・監事

年 月

月

日

年 日

年  月 日

日年 月

10 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月 日

日年 月

」1

⌒

健りヵ監事

⌒

燿;ヲ

/~ヽ

Rジ・監事



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 WRO Japan

住 所 又 は 居 所氏    名

山口 俊治

2
金井 徳兼

3
小林 靖英

4 渡辺 登

5
羽賀 孝夫

6
吉野 和芳

7
羽根田 智子

横井 尚子
8

北野 順―
9

10 有力1 淳

11

12


